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売手と買手の会計処理の対称性がポイント
収益認識基準の連結修正仕訳への影響の対処法
自動仕訳・手入力仕訳はどうなる
収益認識基準の連結修正仕訳の検討論点
Ⅰ　収益の認識単位が変更されるケース（ステップ２関連）
Ⅱ　一時点の収益認識から一定期間にわたる収益認識へ変更されるケース（ステップ５関連）
Ⅲ　顧客と約束した対価に変動対価が含まれるケース（ステップ３関連）
Ⅳ　契約書に記載されている金額とは異なる金額で収益を計上するケース（ステップ４関連）
Ⅴ　連結会社が代理人として関与するケース（「本人と代理人の区分」・「委託販売契約」関連）
Ⅵ　連結会社に有償支給するケース（「有償支給取引」関連）

収益認識基準の 連結修正仕訳チェック
設例で徹底解説
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2021年４月１日以後開始する連結会計年度および事業年度の期首から、企業会計基準29号「収益認識
に関する会計基準」（以下、「収益認識会計基準」という）および企業会計基準適用指針30号「収益認識に関
する会計基準の適用指針」（以下、「収益認識適用指針」という。また、「収益認識会計基準」と「収益認識適
用指針」をあわせて「収益認識基準」という）の原則適用が開始される。
すでに多くの会社で収益認識基準の単体仕訳への影響については検討が済んでいるものと思われる。そ
の一方で、連結修正仕訳への影響については検討が後手に回っているケースや深く検討がなされていない
ケースもあるように見受けられる。
本稿では、収益認識基準の連結修正仕訳への影響について、設例を用いて検討する。
なお、文中の意見にわたる部分は、筆者らの私見であることをお断りしておく。

國見　琢／長田　知興㈱フィエルテ
公認会計士
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売手と買手の会計処理の対称性がポイント
収益認識基準の連結修正
仕訳への影響の対処法

【この章のエッセンス】

●収益認識基準の適用により、売手と買手の会計処理の
対称性が崩れることで、連結会社間内部取引の消去に
おいて新たな差異が発生する可能性がある。

●新たに発生する差異に対して、未達取引の調整と同様
の方法により対処することなどが考えられる。

問題の所在

収益認識基準の適用前においては、多くの場合、売

手の収益・債権と買手の仕入・債務について金額や計
上時期に相違はなく、その意味で売手と買手の会計処
理が対称的になっていたことが想定され、この場合に
は連結会社間内部取引において特段の差異は発生して
いなかったと考えられる。他方、収益認識基準の適用
後は、売手の収益・債権等の金額や計上時期が従来か
ら変更されることにより、売手と買手の会計処理の対
称性が崩れる場合が想定され、そのままでは連結会社
間内部取引において新たな差異が発生する可能性があ
る。当該差異が重要であれば、連結決算手続において
これに対処することが必要となる。


